
第９回大阪府障がい者施策推進協議会　差別解消部会　議事録
日時　　平成２６年９月１１日（木）

午後３時から午後５時３０分

場所　　ホテルプリムローズ大阪　３階　高砂

出席委員（五十音順）（敬称略）
嵐谷　安雄　　（一財）大阪府身体障害者福祉協会会長
有澤　知子　　大阪学院大学法学部教授
井上　誠一　　（一財）大阪府視覚障害者福祉協会会長
江口　啓子　　（社福）大阪障害者自立支援協会相談室長
大竹　浩司　　（公社）大阪聴力障害者協会会長
小田　昇　　　関西鉄道協会専務理事
楠井　裕子　　大阪ガス株式会社リビング事業部お客さま部サービス企画チームマネージャー
倉町　公之　　（公社）大阪府精神障害者家族会連合会会長
坂本　ヒロ子　（社福）大阪手をつなぐ育成会理事長
柴原　浩嗣　　（一財）大阪府人権協会業務執行理事兼事務局長
◎関川　芳孝　　大阪府立大学大学院人間社会学研究科教授
辻川　圭乃　　弁護士
坪田　真起子　（社福）大阪府社会福祉協議会大阪後見支援センター所長
中島　義晴　　パナソニック交野（株）代表取締役常務
西山　和幸　　（社福）大阪府社会福祉協議会セルプ部会長
布施　晃　　　日本チェーンストア協会関西支部事務局長
吉川　和夫　　学校法人大阪初芝学園初芝立命館高等学校教諭
大阪私立学校人権教育研究会 障がい者問題研究委員会代表委員
オブザーバー
関本　牧子
高槻市健康福祉部障がい福祉課課長代理
◎　部会長
○事務局
まだ数名お見えでない委員の方もおられますが、定刻となりましたので、ただ今から、「第９回　大阪府障がい者施策推進協議会差別解消部会」を開催させていただきます。　　

委員の皆さま方におかれましては、ご多忙のところ、ご出席を賜りまして、誠にありがとうございます。本日の司会を努めさせていただきますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。

　現在の委員は、配布しております名簿のとおり、１９名でございます。本日は、委員１９名の内、現在１４名のご出席をいただいております。本部会の運営要領第４条第２項に規定により、会議が有効に成立しておりますことを報告させていただきます。

　事務局ですが、障がい福祉室はじめ関係課が出席しておりますので、よろしくお願いいたします。

　次にお配りしております資料の確認をさせていただきます。

　次第、委員名簿、配席図、「大阪府における障がいを理由とする差別の解消に向けた取組みについて（提言案）」。
　次第には記載しておりませんが、２点資料を配布しております。
１点目は、委員からの提出資料で「提言素案に対する意見２」。２点目は、事務局からの提出資料で、左肩に「参考資料」、その下に「１・千葉県条例」と書いている資料です。
以上の資料を配布しております。

　また、各委員の机の上には、前回同様、参考資料を綴じたファイルを置いております。議論の際に適宜ご参照いただければと思います。資料の不足等がございましたら、事
務局までお知らせ願います。よろしいでしょうか。

　なお、大阪府におきましては、会議の公開に関する指針を定めており、この指針に基づき、本会議も原則として公開としております。また、配布資料とともに、委員の皆さまの発言内容をそのまま議事録として、府のホームページで公開する予定にしております。ただし委員名は記載いたしません。あらかじめご了解いただきますようお願いいたします。また、会議の円滑な進行のため、ご発言の際は、その都度お名前をおっしゃっていただきますよう、お願いいたします。

　あと１点、連絡事項がございます。
○事務局
事務局から、１点、お断りをさせていただきたいと思います。この会議につきましては原則公開となっており、本日は、記者の方が取材に参られております。議事の進行に支障がない範囲で、写真撮影等の件についても公開が原則ということで認めておりますので、特段の支障がない限り、写真撮影等を行うことをご了承いただければと思います。

　事務局から、以上です。
○事務局
それでは、以後の議事進行につきましては、部会長にお願いしたいと思います。部会長、よろしくお願いいたします。
○部会長　
はい、それでは早速、議事を進めさせていただきます。
本日は、お忙しいところ、お集まりいただきましてありがとうございます。「第９回　大阪府障がい者施策推進協議会差別解消部会」でございます。
本日の議題は、次第にもありますように、前回、お示しした大阪府における障がいを理由とする差別の解消に向けた取組みについて、最終の報告書となる提言の内容を、あらためてご検討いただきたいと思っております。

　これまで８回にわたって議論してまいりましたけれども、いよいよ本日の部会を持ちまして、提言の取りまとめをしたいと考えております。途中で１０分の休憩を挟み、17時半の終了を予定しております。委員の皆さま方におかれては、議事の進行にご協力いただきますよう、お願い申し上げます。

　それでは、前回部会の提言素案に対する議論を事務局でご整理いただいており、提言案として、修正したものを本日、お出ししております。早速、事務局から説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いします。
○事務局
それでは、資料に基づきまして、提言案について、ご説明させていただきます。
提言につきましては、これまで８回にわたる議論はもちろん、前回の議論、ご意見も反映しまして、事務局として内容を整理させていただいております。修正箇所だけではなく、全体の構成も合わせてご確認いただければと考えておりますので、ポイントを絞って全体について、あらためて説明申し上げます。

　それでは、１枚めくっていただきまして「目次」ですが、これについては第１章から第６章、構成は変えてございません。続いて本文の説明に入らせていただきます。まず第１章「はじめに」ですが、１段落目、２段落目は、わが国の国内外の動きということで、昭和５６年の「国際障害者年」を契機としたノーマライゼーションの中で、平成18年に国連において障害者の権利に関する条約、「障害者権利条約」ですが、これが採択されたということで、障がい者の権利実現に向けた取組みが国際的に進展してきたというところでございます。
　それを受けまして、わが国においても、平成２３年に障害者基本法の改正がなされ、平成２５年６月には、同法の「差別の禁止」の基本原則の具体化するということで、「障害者差別解消法」が制定されました。この法律は平成２８年４月から施行となっております。

　こうしたことを受けまして大阪府では、平成２４年３月に策定した「第４次大阪府障がい者計画」におきまして、社会的障壁の除去でありますとか、障がい者差別の禁止と合理的配慮の追及といったことを基本原則として掲げ、施策を推進してきたということであります。

　また、平成２５年４月に、障がい者に対する配慮や工夫の具体的な事例を幅広く募集して取りまとめ、これを公表しているところでございます。

　後半から、大阪府の現状と課題ということで記載しておりますが、そういった取組みをしている中ですが、依然として障がい者、障がいに対する理解不足から、障がい者が、生活する中で嫌な思いをしている、差別を受けたと感じているという現状があるというところでございます。

　一方で、障害者差別解消法の制定はされたのでありますが、法の中で、何が差別に当たるのかといった具体的な内容は明らかにされていないということを踏まえて、これらの具体的な内容を分かりやすく示していく必要があるのではないかというのが、まず１点です。

　あわせまして、障害者差別解消法で、障がい者が差別を受けたと感じたとき、容易に相談ができて、必要なときには、当事者間の紛争を的確に解決することができる体制整備、これを図ることも不可欠であるという流れを受けまして、平成２５年１１月に、障がい者施策推進協議会に差別解消部会を設けまして、障がいを理由とする差別の内容や、望ましい合理的配慮の事例を分かりやすく示す「ガイドライン策定のあり方」でありますとか、「相談、紛争の防止・解決の体制整備のあり方」について、議論を重ねてきたというところでございます。

　皆様のご協力をいただいて、この提言を取りまとめ、その後でございますけれども、府が推進すべき今後の取組みのあり方を提言としてご提示いただき、それを受けまして、府ならではの取組みを進められたい、ということでまとめております。

　最後に付言といたしまして、障がいや障がい者に対する理解、啓発の地道な取組みが重要であることを、この「はじめに」というところで位置付け、前回の議論を踏まえて、字句、文言の修正をしているところでございます。

　続いて、第２章「検討経過」でございます。まず、障がい者差別解消部会の設置につきまして、この辺りは繰り返しになりますが、昨年１１月に障がい者施策推進協議会に差別解消部会が設置されたということです。

　差別解消部会における検討ですけれども、昨年１１月からこれまで計９回にわたって会議を開催し、今年３月には、それまでの議論について「議論の整理」として取りまとめたところでございます。

　具体的に、検討の中身でありますが、まず、検討にあたっての基本的な考え方を整理して、ガイドラインで取り扱う「不当な差別的取扱い」と「合理的配慮の不提供」の内容やガイドラインの機能について、意見を集約したところでございます。

　あわせて、相談、紛争の防止・解決の体制整備につきましては、さまざまな意見を取りまとめたということでございます。
さらに委員の方々からは、障がい者に対して啓発をするということ、事業者や地域社会の理解を深めていくことが必要であるという意見をいただき、啓発の重要性があらためて確認されたというところでございます。

　最後に、これら検討過程では、条例化の必要性についても意見が出されて議論が行われたということも記載し、検討経過の整理をしております。

　続いて、第３のガイドラインの策定のあり方についてでございます。ガイドラインで取り扱う「不当な差別的取扱い」と「合理的配慮の不提供」について検討をしております。点字版では、資料１の中ほどから２ページにかけてです。

まずは、障がいを理由とした差別と思われる事例の募集を行いました。募集方法につきましては、障がい者団体から募集することと併せて、ホームページによる一般公募、さらに府と府内市町村における相談事例を集めております。事例の件数につきましては、
合わせて６９１件が集まったところでございます。

　続いて点字資料では３ページ上段ですが、「各分野の事例の検討における共通事項」でございます。

まず１点目、検討対象とする分野としまして、府民生活に深く関わる８分野、「商品・サービス」、「福祉サービス」、「公共交通機関、公共的施設・サービス等」、「住宅」、「情報・コミュニケーション」、「教育」、「医療」、「雇用」を検討対象としております。

　ここで少し補足するのですが、この資料全体を通して、項目の番号の付け方を、より分かりやすくしてほしいというご意見もございましたので、番号の付け方等々も整理しながら記述しております。

　続いて点字版では４ページ上段ですが、事例の分類及び検討対象とする事例ということで、この検討にあたっては、不当な差別的取扱い、合理的配慮の不提供について、８分野ごとに議論をするということで整理しております。それぞれの内容を、３類型で整理をしております。

　まず１点目、不当な差別的取扱いについてでございます。点字版では５ページ上段でございます。不当な差別的取扱いについては、障がいを理由として、正当な理由なく、サービスの提供を拒否したり、制限したり、条件を付けたりすることと整理をしております。

　ここで、不当な差別的取扱いに関する正当化事由についても整理をしておりまして、正当な理由が存在する場合については、不当な差別的取扱いには該当しないということでございます。なお、この判断にあたっては、第三者の立場から見ても、当該取扱いがやむを得ないと納得を得られるような客観性を備えたものでなければならないということで、前回の委員の意見を踏まえて、文言を、追加、修正しております。

　続きまして、合理的配慮の不提供でございます。点字版では６ページ上段でございます。これにつきましては、障がい者から、何らかの配慮を求める意志の表明があった場合に、負担になり過ぎない範囲で、社会的障壁を取り除くために、必要で合理的な配慮を行わないことで障がい者の権利利益を侵害することと整理しております。

　こちらに関する正当化事由につきましては、配慮を求められた側に、均衡を失した又は過度の負担が生じる場合は、合理的配慮の不提供には該当しないということ。なお、この判断に当たっては、経済的・財政的なコストの他に、業務遂行に及ぼす影響等と事業者の規模とも含めて考慮する必要があること。

　合わせて点字版では７ページ上段でございますが、障がい者、家族、又は支援者等からの意思の表明がない場合には義務は生じないが、ただし、何もしなくてもいいのかというとそうではなくて、意思表明がない場合にも、自主的に適切な配慮を行うことは、法の趣旨に照らして望ましいという整理をさせていただいております。

　続いて３点目の分類でございますが、「その他」といたしまして、点字版では７ページ中段以降でございます。不当な差別的取扱い、合理的配慮の不提供の分類以外のもの、ここでは私人の行為等、虐待、制度・サービスのあり方の見直し、を整理しております。

　まず１点目の私人の行為等でございます。点字版では７ページ下段でございます。少しこちらについては、前回さまざまなご意見をいただきましたので、内容を、その意見を反映して修文しております。少し読み上げさせていただきます。

　「障害者差別解消法は、行政機関等や事業者を対象にしており、事業者でない一般私人の行為や、個人の思想、言論については、法により規制することは不適当と考えられることから、対象としていない。
よって、障がい者への誹謗中傷、ネット上での書込みといった私人の行為等は、障害者差別解消法を踏まえたガイドラインの検討の対象外とする。なお、こうした行為に対しては、障害者差別解消法及びガイドラインの趣旨や内容について、府民に理解してもらえるよう周知を図るなど、啓発を通じて対応する。
なお、これらの啓発活動では、十分に対応できていないので、府民の理解が得られるように、より効果的な啓発活動等を検討する必要があるとの意見があった。」と、修文させていただいております。

　続いて、虐待等でございます。これについては、他に法制度がございますので、今後、国の考え方はどのように位置づけられるかを踏まえまして、ガイドラインにおきます取り扱いを検討するということで整理をしております。

　「制度のサービスのあり方の見直しについて」につきまして、点字版では９ページ上段でございます。こちらについても前回、ご議論いただいておりますので、それを加味して修正をしております。読み上げさせていただきますと、「障がいを理由とした差別と思われる事例の募集」において、精神障がい者に対する運賃割引がない等の意見が寄せられた。また、部会においても、無人駅が増えていることを懸念する意見があった。

　こうした制度やサービスのあり方の見直しが必要と考えられるものについては、ガイドラインの検討とは別に、今後、国や関係機関等に対する働きかけによって対応する」ということで整理させていただいております。

　続きまして、全体の検討の進め方でございます。点字版では資料９ページ下段でございます。何が差別に当たるのかについて、３点について検討するということになっております。

　まず１点目、点字版では１０ページ上段でございます。不当な差別的取扱いの対応であります。これにつきましては、「何が差別に当たるのか」、「正当な理由があるとき」を一般論化して、ガイドラインに記載するということにしております。

　ただ、この正当化理由につきましては、前回もさまざまな声をいただいておりますので、次の８ページ、点字版では１０ページ中ほどでありますが、この議論の整理をここに追記しております。

　読み上げさせていただきますと、「なお、「正当な理由があるとき」の一般論化について、ガイドラインへの記載にあたっては、具体的な事例があると分かりやすいとの意見があった。一方で、記載された事例をもってサービスの提供を拒否できると受け取られないようにするべきなど表現には留意する必要があるとの意見があった。」と整理をいたしております。

　続きまして、合理的配慮の不提供についてでございます。点字版では１１ページ上段でございます。合理的配慮につきましては、障がい者の態様や状況等、配慮を求められる事業者側の負担によって、非常に個別性が高いというものであることを踏まえまして、このガイドラインでは、望ましい取組み例を取り上げると整理をしております。

　続きまして、ガイドラインの機能について、点字版では１１ページ中ほどでございます。ガイドラインの機能については、相談、紛争防止・解決の体制のあり方とあわせて検討すると整理をしております。

　続きまして、商品・サービス分野等、それぞれの分野について、点字版では１２ページ上段でございます。全ての分野にわたって、記載内容の統一化を図っておりまして、全体の構成は変わってございません。商品・サービス分野につきまして、内容を確認していただければと思いますが、まずは、不当な差別的取扱いということで、一般論化を整理しております。「障がいを理由として、正当な理由なく、商品の販売、もしくはサービス提供を拒み、もしくは制限し、またこれらに条件を付けること」、こういったかたちで全ての分野について、表記の統一を行っております。

　続きまして、不当な差別的取扱いとなりうる事例ということで、数点、例示を挙げております。この例示につきまして、点字版では１３ページ上段ですが、注釈といたしまして、挙げられている事例につきましては、募集事例を参考に作成したものであって、あくまでも例示であるということと、不当な差別的取扱いはこれらに限定されるものでないということで、取り上げさせていただいております。

　またあわせて、客観的に見て正当な理由が存在する場合は、不当な差別的取扱いに該当しないものがあると考えられるという記載をさせていただいております。

　続きまして、正当な理由と考えられる一般論化の例ということで、点字版では１３ページの中ほどでございます。こちらについても前回、さまざまなご意見をいただいたところでございまして、事務局としてはそういった意見を反映しまして、一般論化としての例というのは示しているのですが、そこに例示として具体例を書いてございます。
　商品・サービスの分野について、少し例示を挙げますと、生命または身体の保護のため、やむを得ないと認められる場合、サービスの質が著しく損なわれる恐れがあると認められる場合、施設の構造上やむを得ないと認められる場合、その他正当な理由がある場合と整理しております。

　なお、この正当な理由かどうかの判断に当たっては、それが第三者の立場から見ても、当該取扱いがやむを得ないと納得を得られるような客観性を備えたものでなければならないということで、前回の意見を踏まえた記述内容に改めております。

　続きまして、合理的配慮の不提供につきまして整理をさせていただいておりますが、望ましい合理的配慮と考えられる事例ということで、平成２４年に事例を募集したものと、平成２５年の差別と思われる事例の募集をもとに、事務局として参考に作成したものを挙げてございます。

　ここで挙げた事例につきまして、注釈でございますが、募集事例を引用、または参考に作成したもので、あくまでも例示であり、これに限定されたものではないということ。また、この実施を求められた場合には、無制限の負担を求めるものではなく、均衡を失した、または、過度の負担が生じる場合には、合理的配慮の不提供には該当しないということでございます。

　なお、この過度の負担かどうかの判断に当たっては、コストの他に業務遂行に及ぼす影響等も考慮する必要があるということで、注釈をさせていただいております。

　続きまして、主な議論としまして、点字版では１６ページの中ほどから、ページが飛びまして２１ページの下段まででございます。これにつきましては、これまでのご意見の整理をさせていただいております。

　次に、「福祉サービス分野」でございます。点字版では２１ページ下段でございます。こちらについても、不当な差別的取扱いであったり、合理的配慮の不提供については、
これまでの記載と表現の統一をさせていただいておりますので、後ほど、ご確認いただ
ければと考えております。

　１３ページにまいります。点字版では２７ページ上段でございます。「公共交通機関、公共的施設・サービス等分野」ということで、こちらについても表現の統一化を図っております。構成等については、その他の分野と同じでございます。

　次に、「住宅分野」です。１５ページでございます。点字版では３３ページ中ほどです。こちらについても、構成等々は各分野と同じでございます。ただ、不当な差別的取扱いとなりうる事例として、差別内容をより分かりやすくするという視点から少し見直しをさせていただいております。点字版では３３ページの下段でございます。不当な差別的取扱いとなりうる事例としまして、まず１点目、不動産会社から障がい者の単身入居を理由に、賃貸住宅から出ていってほしいと言われたという事例。

　もう一つはグループホームについて、親の会等の支援者団体が、グループホームとして住宅を借りようとしたが、精神の病気と分かると、契約時に大家さんに断られたという事例。

　入居審査に係る事例でございますが、入居のための審査で、精神疾患を理由に入居を拒否されたり、精神疾患を理由に保証人の数を増やされたりするということで、この点につきまして、差別の内容を明確にしております。

　続きまして次の分野、資料で言いますと１７ページ、点字版では３８ページ中ほど、「情報・コミュニケーション分野」として整理をさせていただいております。
情報・コミュニケーション分野の中で、資料１８ページ、点字版は４１ページ中ほど、主な議論というところで、ここは内容について補足をして、より内容を具体化するという点から修文をさせていただいております。

　少し読み上げさせていただきますと、説明会等でヘルパーの同席を認められなかった事例について、機密情報を取り扱うなど説明会の内容によっては、第三者の同席が難しい場合があるという例について修文しております。

　続いて、手話や点字作成に関しての内容についても、内容の具体化を図っております。読み上げさせていただきますと、ハードや仕組みで解決できることは、費用の問題と
ハードルの高さの問題があり、例えば手話通訳者の派遣や点字作成に関して、福祉関
係者が認識しているよりも営利目的と公益目的で値段が違うため、民間事業者にとっ
ては高額であったり、非常に時間がかかるケースがあるということについて、修文をさ
せていただいております。

　続いて「教育分野」、点字版では４２ページ中ほどでございます。これについても表現の統一化や、構成等を改めておりますが、この中で不当な差別的取扱いとなる事例ということで、前回委員の意見からいただいた内容、点字版では４３ページ中ほどでございますが、「調理実習」を「実習科目」と改めたり、「林間学校」を「学校行事」にするなど、限定的なものから一般的なものに記載を改めております。

　あわせて教育分野のところですが、不当な差別的取扱いであったり、合理的配慮の不提供の整理については、他の分野と同じような構成にしておりますが、資料２０ページの主な議論、点字版では４８ページ上段でございますが、これにつきましては、アからケと数点挙げておりますが、その中でエの項目、点字版では４９ぺージ上段ですが、この内容について、より正確に趣旨が伝わるように表現を少し修文させていただいております。

　読み上げさせていただきますと、「障がい者にとって、学校は最初の集団生活の場であり、「共に学び、共に育つ」という考え方で、教育や指導がきちんと行われるべきではないか。その際、教師の質も課題であり、説明責任をきちんと果たされた上で、教育、指導がなされないと、誤解が保護者と教師の間で生じ、それが問題となっていくものと見受けられる。」とさせていただいております。

　続いて、医療分野でございます。資料２１ページ、点字版では５１ページの中ほどでございます。これにつきましては、表現の統一、構成等他の分野と同等にしてございます。

　続きまして、２３ページの「雇用分野」でございます。点字版では５８ページ中ほどです。他の分野と違いまして、この雇用分野については障害者差別解消法ではなく、障害者雇用促進法に定めるところとされております。その中で、合理的配慮の提供義務については、障害者差別解消法では民間事業者においては努力義務がありますが、雇用の場においては、合理的配慮の提供が法的義務となっており、また苦情処理に関して特別にその仕組みが設けられているということが定められておりますので、こういったところを鑑みますと、府が策定するガイドラインや紛争解決の体制整備の対象とはせずに、改正障害者雇用促進法での対応に委ねることが適当であると整理させていただいております。

　続きまして、この章につきましての小括、点字版では６０ページ中ほどでございます。策定に当たっての基本的な考え方で、３点挙げさせていただいておりまして、まず１
点目は、障がい当事者や関係事業者等の意見を幅広く聞いて、できるだけ分かりやすい
ガイドラインを作成するとともに、事業者を含め府民に理解してもらえるように周知し
ていくということ。こちらについては、委員のいただいた意見を反映したところでご
ざいます。

　２点目、当面は大きな枠組みをつくって、解釈事例を積み上げて、個別事例にも対応できるものとするというものでございます。

　３点目ですが、不当な差別的取扱いに関して、正当な理由があるかどうかということは、サービスの内容等や、障がい者側の状況、そこを合わせて考える必要があるため、ガイドラインは柔軟な適用が可能なものとするということで、整理をさせていただいております。

　続きまして、記載に当たっての基本的な考え方でございます。点字版では６１ページ中ほどから６２ページにかけてでございます。
５点、考え方を整理しております。まず１点目は、不当な差別的取扱いと合理的配慮の不提供の一般論化を記載するということ。２点目、不当な差別的取扱いについては、正当な理由となりうる一般論化を含めて、分野ごとに整理をし、府民がより具体的にイメージできるような内容にするということ。

　３点目、合理的配慮の定義については、分野ごとに望ましい合理的配慮の事例を記載すること。

　４点目、事例を挙げておりますが、この事例の記載に当たっては、記載された事例が全てであるといった誤解を生まないようにすること。

　５点目、望ましい合理的配慮と考えられる事例につきましては、障がいの特性ごとに記載することも有効であるということ。以上、５点を整理させていただいております。

　続きまして、不当な差別的取扱いと合理的配慮の不提供の内容について、点字版では６３ページ上段からでございます。まず、不当な差別的取扱いの一般論化ですが、障がいを理由として正当な理由なく、サービスの提供を拒否したり、制限したり、条件を付けたりすることを整理しております。

　ただし、正当な理由が存在する場合は、これに該当しないと。ただ、この正当な理由かどうかの判断に当たっては、それが第三者の立場から見ても、その取扱いがやむを得ないと納得が得られるような客観性を備えたものにならなければならないという整理をしております。

　続きまして次のページ、点字版では６４ページ上段でございます。合理的配慮の不提供の一般論化としまして、障がい者から何らかの配慮を求める意思の表明があった場合に、負担になり過ぎない範囲で、社会的障壁を取り除くために、必要で合理的な配慮を行わないことにより、障がい者の権利利益を侵害することと整理しております。

　ただし、事業者側に均衡を失した、または過度の負担が生じる場合は、これには該当しないとなっております。ただ、その判断に当たっては、コストの他に業務遂行に及ぼす影響等を考慮するということでございます。

　さらには意思の表明について、障がい者、家族、または支援者等からの意思の表明がない場合は、合理的配慮の義務は生じないということです。ただしこれについては、意思の表明がない場合も、自主的に適切な配慮を行うことは、法の趣旨に照らして望ましいと整理しております。

　これにつきまして、注釈の方では、不当な差別的取扱いと合理的配慮の不提供に分類される以外のものということで、私人の行為、虐待、制度やサービスのあり方の見直しというのを挙げてございます。点字版では６５ページ中ほど、私人間の行為につきましては、障がい者への誹謗中傷、ネット上での書込みといった私人の行為等は、障害者差別解消法を踏まえ、ガイドラインの対象外とすること。ただし、こうした行為に対しては、障害者差別解消法及びガイドラインの趣旨や内容について、府民に理解してもらえるように周知を図るなど、啓発を通じて対応すると整理をしております。

　続いて虐待等について、これについては、他に虐待に関しての法制度がありますので、まずはガイドラインの対象外とする。ただし今後、国の考え方等を踏まえまして、ガイドラインにおける取り扱いを検討すると整理をしております。

　３点目、制度やサービスのあり方の見直しについてでございますが、制度やサービスのあり方の見直しが必要等考えられるものについては、このガイドラインとは別に、今後、国や関係機関等に対する働きかけによって対応すると整理をしております。

　続きまして、合理的配慮に係る留意事項としまして、３点挙げております。点字版では６６ページの下段でございます。まず１点目、適切な代替手段が提供されることも望ましい合理的配慮と考えられるということ。
　２点目、意思の表明について、障がい者、家族または支援者等からの意思表明がない場合も、自主的に適切な配慮を行うことが望ましいこと。合わせて障がい者側から求める内容を相手方に具体的に分かりやすく伝えることが重要であると整理をしております。

　３点目、合理的配慮の手段の点でございますが、事業者側も積極的に情報収集や理解に努めることが求められると整理をしております。

　続いて、障がい理解に係る留意事項として４点挙げております。点字版では６８ページ上段でございます。まず１点目、一緒にサービスを利用する他の利用者の障がい理解を深める取り組みも必要であること。

　２点目、障がい者の方が、社会で一緒に生活をするということを、改めて広く啓発を進めること。

　３点目、障がいに対する基本的な理解を進め、事業者の不安を解消していくことが重要であること。また、合理的配慮は非常に個別性が高いので、障がい者、家族や支援者と事業者が、その内容について話し合っていくこと。障がい者側も事業者に積極的に必要な配慮を伝えるように努めていくことが、事業者の理解につながるということ。

　４点目、障がい種別ごとに、それぞれの特性や特徴について、理解を深める取り組みを充実していく必要があると整理をしております。

　続きまして、個別の分野に係る留意事項、点字版では６９ページ中ほどでございます。まず１点目、公共交通機関、公共的施設、サービスの分野でございますが、これについては、さまざまなサービスが含まれるということでありますので、今後、対象を検討していく必要があるとしております。

　２点目、住宅分野についてでございますが、これについては、家主に対して入居を拒否することは差別に当たるということを啓発する必要があることを、留意事項に挙げてございます。

　続いて、情報・コミュニケーション分野でございます。点字版では７０ページ上段でございますが、この情報・コミュニケーション分野につきましては、放送、出版事業についての事例が寄せられなかったということがあります。ただ、この情報・コミュニケーション分野については、分野が特定できなかったり、複数分野にまたがったりするといったこともございますので、今後、分野の位置づけについては整理をする必要があるということで、留意事項に挙げております。

　続いて教育分野、点字版では７０ページ下段でございます。教育分野につきましては、子どもが、共に教育を受けるインクルーシブ教育の考え方を基に、広く教育関係者等の意見を聞きながら、より丁寧な対応が必要であるということで、留意事項に挙げてございます。

　また、理解を深めるということでは、障がいや障がい者に対する理解を深めることが重要であることと、合わせて教育分野というのは、幼稚園から大学まで幅広いということもございますので、できるだけ幅広い事例を記載するように努める必要があるということで、留意事項を整理しております。

　続きまして、医療分野、点字版では７０ページ上段です。これについては、医療関係者の意見も広く聞いて、社会的にも、医療関係者にも受け入れられるガイドラインを作成する必要があるということ。

　また医療につきましては、人の生命に関わる専門的な分野でありますので、その判断については、より慎重な判断が求められるということと、第三者的な立場での判断に際しても、医療関係者の参画が必要であるということで、留意事項に挙げてございます。

　雇用分野、点字版では７２ページ下段でございます。雇用分野については、改正障害者雇用促進法での対応に委ねることが適当であるとまとめております。

　なお書きとしまして、点字版では７２ページ下から７３ページにかけて、まずガイドラインの策定時期についての言及でございます。十分な周知期間が必要であるということで、障がい当事者や関係事業者等の意見を幅広く聞いた上で、平成２６年度内を目指すこととされたいとしております。

　合わせてガイドラインの周知に当たっては、リーフレットやパンフレットを作成したり、イベントを開催する等、できる限りの手段を使って、それに努めるということ。

　ガイドライン策定後ですが、これについては国の動向を踏まえて、状況の変化に応じて適切に見直しを図っていくということで、作って終わりということではなく、見直しをしていくということで、まとめてございます。

　続きまして第４章、「ガイドラインの策定のあり方」について、ここでは主にガイドラインの機能の検討についてでございます。まず、前段につきましては、他府県に条例を作っているところがございますので、その条例の比較分析をして、条例の目的であったり、構成はどうなっているのかということを整理してございます。

　次の２９ページ、第４、５回の差別解消部会の主な議論、点字版では資料４ページ下段から９ページにかけてでございますが、これにつきましては、内容について１点、修正をさせていただいておりまして、より正確に趣旨が伝わるように、不当な差別的取扱いについての（２）イ、点字版では５ページ下段に当たりますが、読み上げさせていただきますと、「正当な理由があるかどうかは、サービスの内容と障がい者側の状況等をあわせて考える必要があるので、ある程度、弾力性のあるものにならざるを得ない。」と、簡潔に、趣旨が分かりやすくなるよう修文しております。

　ページが飛びまして３１ページ、点字版では１１ページ中ほどでございます。「論点に係る主な議論」、こちらについては前回の資料では、ガイドラインと条例と、それ以外の分類ということにしておりましたけれども、前回、さまざまなガイドラインの機能について、ご意見をいただいておりますので、そうした議論も反映しまして、ガイドラインと条例、この二つに再整理をいたしております。

　ガイドラインの内容については、内容を変えていませんが、その中であわせて条例について、どう考えるのかという議論がございまして、それについては、資料３２ページの中ほどから、点字版では１４ページ上段から、まず１点目は、相談、紛争防止の体制整備の機能をどうするのかというところで、普及啓発機能とかＰＲ効果といった表現が少し分かりづらいということで、表現をはっきりさせて、「啓発機能」、「啓発効果」と修文しております。

　続いて、同じ３２ページ中ほど、キ、ク、ケ、コと４点挙げてございますが、点字版では１４ページ中ほどから以降ですが、条例についての意見を多数いただきましたので、４点整理をさせていただいております。読み上げさせていただきますと、「単に条例が必要というだけでなく、どのような条例が必要なのか、もっと議論が必要である。」、「条例にするならば、議会の理解が得られるようなしっかりとした内容にする必要がある。」、「ガイドラインは条例に比べて幅広に書くことができるが、やはり条例はその性格上内容に制約がある。多用な障がいがある中で、条例でひとまとめにするのは難しい。」といった意見、「最終的には実効性のある条例が望ましいが、まずはガイドラインを作った上で、そのあと、共生社会づくりを目指す条例を作った方がよいと思われる。」といった意見を整理させていただいております。

　続いて、府の独自性について、まとめております。点字版では１５ページ中ほどでございます。ここにつきましては、優先座席付近の携帯電話の件について、より正確に、「優先座席付近の携帯電話の使用マナーの変更は、関西の鉄道特有の取り組みであり、このように府として独自のものを作ってもよい」と記載しております。

　続きまして３３ぺージ、点字版では１６ページ上段ですが、この章の小括として、まず前段としてはガイドラインの機能について、後段につきましては条例化の検討についての対応をまとめてございます。

　まず機能について４点まとめてございまして、１点目は、府民に対して、個別事例を判断する拠り所となるものと、望ましい合理的配慮の事例を広く啓発していく。

　２点目、ガイドラインを相談・紛争の解決等に活用する。そのために第三者的立場で差別的取扱いを個別に判断する府独自の体制を整備して、ガイドラインをより規範性のあるものとする。

　３点目、啓発だけではなくて、相談・紛争の解決、その両方に対応できるように、ガイドラインに盛り込む内容を整理する。

　４点目、事業者も含め、府民に対してガイドラインの内容とあわせて、府の様々な取り組みを啓発するということをはじめ、共生社会実現のため、広く障がい理解を進めていく。こういったことを機能の点について説明しております。

　続いて、条例化の検討につきましては、前回の意見も踏まえて整理をしております。

検討の過程では、ガイドラインを、条例を根拠とする実効性のあるものとする、また、府独自の体制整備の根拠として条例が必要であるということ、府として差別解消に取組む姿勢を明白にできる、条例により内容が明確化されている方が利用者に説明しやすい、条例自体が障がい理解の啓発手段になるといった、条例化の必要性を指摘する多くの意見が出されたところであります。

　また、条例の内容につきましては、単に条例が必要というだけではなく、どのような条例が必要なのかをもっと議論すべきである、議会の理解が得られるよう条例の内容をしっかりしたものにする必要がある、幅広に書けるガイドラインと違って条例の記載内容には制約がある、まずはガイドラインをつくり、その状況を見てから、条例化を図るべきではないか、といった意見も出されたところであります。

　従いまして、今後、障害者差別解消法が制定された状況を踏まえまして、条例化についても検討する必要があるということで、前回の議論を踏まえて整理させていただいております。

　続きまして第５、「相続、紛争の防止・解決の体制整備のあり方」についてでございます。資料では３４ページ、点字版では１ページ以降であります。こちらについては、内容を変えておりませんけれども、他の章と合わせて、まずは最初に基本的な考え方を書き、その後に主な議論ということで、構成を少し変えております。その中の主な議論で、点字版では３ページ上段から４ページ上段にかけて、府独自の相談、紛争の防止・解決の体制整備、その権限についての意見でございますので、体制整備の権限の根拠として条例で規定することが必要であるという意見を、多く盛り込んでございます。

　次のページ、点字版４ページ中ほどになりますが、体制整備のあり方としまして、まずは地域の相談活動を支援する仕組みと、地域の相談機関による解決が困難な事例に対して、どう対応するのかということ、大きく二つに分けております。

　まず、前段の地域の相談活動を支援する仕組みについて、どういった機能が考えられるかということですが、３点挙げておりまして、まず１点目は、障がい者等から相談に乗ることが多い市町村等の相談機関において、不当な差別的取扱いや合理的配慮の不提供に関する相談や対応が困難な場合は、相談機関に対して助言を行う等により支援して、解決を図るということ。

　２点目、当事者間の話し合いによる解決を促すことが難しいときに、当事者双方の意見、状況を聴取したり、協議の場を設けることや、関係機関との調整を行ない、相談事案の解決を図ること。

　３点目、その際に、障がいを理由とした差別では、差別をしたとされる事業者が、差別をした認識がなくて、障がいや障がい者に関する理解不足や思い込みが原因となっている場合もあることから、中立・公平な立場から、事業者等の誤解を解消し、理解を深めるということでございます。

　こういった点で、前回の議論を踏まえて、より正確に趣旨が伝わるように修文をさせていただいております。

　続いて、それを具体的に行う仕組みの例として３点挙げております。点字版では５ページ中ほどです。まず１点目、地域の相談機関からの求めに応じて支援を行う専門性を有した人材を府に配置する。

　２点目、個別の相談事案の内容に応じて、より専門性の高い人材を活用する。

　３点目、市町村において、身体障がい者相談員や、知的障がい者相談員が、地域に密着とした存在として、最初に相談を受け付ける役割りを担うということや、人権相談員が相談事案に対応することも想定されるということ。
　続いて、二つ目の後段でありますが、地域の相談機関等による解決が困難な事案に対応する仕組みについてということで、まず必要性の整理をしております。点字版では６ページ中ほどであります。

　前段で、地域の相談活動を支援する仕組みにより支援を行ったとしても、地域の相談機関において解決に至らなかった場合、これについては障がい当事者からの申し立てに基づいて、中立的・専門的な立場から、差別に当たるか否かを判断する仕組みが必要であるという点。

　現行法制度上、司法上の解決を求めたとしても、金銭的な賠償しか方法がないので、差別状態の解消という実質的な解決法を図ることができる仕組みが必要であるという点。こうした２点の必要性を挙げております。

　その仕組みの例として、合議体等の内容について、例を挙げております。点字版では７ぺージ上段です。学識経験者、障がい当事者、事業者団体等で構成する第三者的な合議体を府に設置すること、この合議体が、中立的・専門的な立場から、助言、あっせん案の提示を行うことが考えられると整理しております。

　続いて、この合議体で助言やあっせん案の提示をするとなると、調査をどうするのかということになりますので、事実確認を行うための調査をする権能が必要であるということを挙げております。

　３点目、そういった調査等々をするに当たって、助言、あっせんについてもですが、実効性の確保というところで、助言等に正当な理由なく従わない場合もありうるということから、勧告制度や、勧告に正当な理由なく従わない場合などの公表制度など、実効性を確保するための仕組みについても、あわせて検討する必要があるということで整理をしております。

　この合議体の機能について、例示をしているのですが、実際、その合議体で、どういった事案を取り扱うのかということで整理をしたのが次でございます。点字版では８ページ中ほどです。

　まず事案の対象としましては、不当な差別的取扱いに係る事案とすることが適当であると整理をしております。

　合理的配慮の不提供につきましては、障害者差別解消法において、民間事業者の場合は、障がい者と相手方の関係はさまざまであり、求められる範囲でも多種多様であることから、合理的配慮の提供を努力義務とし、自発的な取組みを促すとされているところであります。

　合理的配慮の具体的な内容が、障がい者の状況等や、求められた事業者側の負担によっても、いろいろ変わる非常に個別性が高いということ。負担についても、それが過大かどうか、そこは財政的なコストであったり、業務遂行に及ぶ影響や、事業内容、技術水準、事業の本質的内容、こういったことの変更を要するものかどうか、そういったところもあわせて考慮する必要があるので、一義的に一定の合理的配慮を示し、これを行わないことは差別に当たると判断することは困難であると。そういったことから、本提言においても、ガイドラインで取り扱う合理的配慮の不提供については、望ましい取組み例を取り上げることとしていると整理しています。

　こうしたことから、合議体において、必要な合理的配慮を示し、その不提供が差別に当たると判断することや、勧告等の対象とすることは困難であると整理しております。

　続いて、合理的配慮の実践を促進する仕組みについて、点字版は９ページ下段でございます。これは合理的配慮の不提供については、個別性が非常に高いということで整理をしておりますが、この合議体が一義的に一定の合理的配慮を示して、これを行えないことは差別に当たると判断することは困難であるということは、先ほど述べたとおりでございますが、そうはいっても紛争を未然に防止することを目指した取組みが必要です。

　そうしたことから、事業者の障がい者に対する優れた取組みや、積極的な取組みを一層促すような仕組みを検討する必要があるということで、まとめてございます。

　続きまして、障害者差別解消法では、障害者差別解消支援地域協議会の設置を規定しておりますが、これについては今後、国の検討を見ていくという整理をしております。

　続いて３７ページ、点字版では１２ページ上段でありますが、この章のまとめとして、前回、出された意見を反映して、内容をより分かりやすく整理しております。６点まとめてございます。

　まず１点が、府における相談、紛争防止等の体制整備ということで、府や市町村の適切な役割分担のもと、府は広域的な立場から、市町村の相談機関の支援をするということと、あわせて地域での解決が困難な事案について、専門的、中立的な立場から判断する仕組みを講じることが適当であるということ。

　２点目、地域の相談活動を支援する仕組みとしましては、専門性を有する人材を府に設置すること、その人材が困難事案に係る助言をしたり、調整を行って、相談事案の解決を図ることが考えられるということ。

　３点目、先ほど、相談活動を支援する仕組みで、こういった支援をもってしても、地域で解決困難な事案については、それを判断する仕組みとして、学識経験者、障がい当事者、事業者団体等で構成する合議体を府に設置して、相談事案について、当事者や関係者の意見を聞きながら助言やあっせん案の提示を行うということ。

　４点目、合理的配慮の不提供について、これについては個別性が非常に高いということでありますので、合議体が一義的に、一定の合理的配慮を示し、これを行わないことは差別に当たると判断することが困難であると。こうしたことから、紛争を未然に防止することを目指して、事業者における合理的配慮に係る積極的な取組みを、一層促す仕組みを検討する必要があるということ。

　５点目、障害者差別解消支援地域協議会につきましては、国の動向を踏まえつつ、設置に向けた検討を行うべきとしております。

　６点目、今後、府独自の相談、紛争の防止・解決の体制整備や、その権限の根拠として、条例が必要かどうか、これについて検討する必要がある、とまとめてございます。

　最後の章、３８ページ６章目でございます。まず基本理念としまして、これは前回の委員の意見を踏まえまして、障害者権利条約、障害者基本法、障害者差別解消法の趣旨を踏まえて、差別解消に向けた取組みを推進するということとあわせて、障がい者と他の者との平等を基礎として、相互に尊重しながら共生する社会の実現を目指すことを基本理念とする、と整理しております。

　その取組みの原則でございますが、６点挙げております。点字版では１ページの下段でございます。
まず１点目は、障がい者は、地域社会で共に暮らす一員だということです。

　２点目、理解を深めることが、もっとも重要かつ基礎的な取組みであること。

　３点目、これまでの先進的な取組みは継承しつつ、現状を踏まえた府ならではの取組みを行うこと。

　４点目、府、市町村、障がい当事者や、事業者を含む府民が、それぞれ相互に連携をすること。

　５点目、府は広域自治体として、積極的に広域的な仕組みを整備するということ。

　６点目、取組み内容については、定期的に検証し、改善を図るということを挙げております。

　こういった取組みの原則を踏まえて、取組みの三本柱として整理しております。点字版では３ページ上段です。
まず１点目は、ガイドラインの策定について。これについては、平成２６年度を目途にガイドラインを作成するということであります。

　２点目、体制整備について。これについては既存の相談機関、相談事業を活用するのが基本でありますが、第三者的な立場で、相談、紛争の防止・解決を行う府独自の体制整備を図るとまとめております。

　３点目。啓発活動の促進ということで、これはガイドラインの趣旨とあわせて、共生社会の実現のため、広く障がい理解を深めるための啓発活動を促進するということ。

これら３本の柱でまとめております。

　最後に「おわりに」です。点字版では４ページから最後にかけてとなります。

まずは前回、委員からご意見をいただいたとおり、障がい当事者や関係事業者から幅広く意見を聞くということ、市町村等各関係方面と十分に調整をするということ、あわせて必要な予算を確保することにできるだけ努めるということであります。

　今後、障害者差別解消法が制定された状況を踏まえて、条例化の検討など、この部会でさらに検討すべき事項があると思われるので、そこについては、ぜひ部会を開催して検討する場を設けられたいということで、最後にまとめております。

　少しお時間長くなってしまいましたが、これまでの議論を踏まえまして、意見を反映したところとあわせて、全体の構成の確認ということで、ポイントを絞って説明させていただきました。以上でございます。
○部会長　
はい、ありがとうございました。丁寧にご説明いただき、前回からの修正点などもご理解いただけたのではないかと思います。それでは、ただ今の事務局よりの説明の内容につきまして、委員の皆さま方から、ご意見を頂戴したいと思います。
いかがでしょうか。はい、お願いします。
○委員　
ここで質問というか、意見でもないのですが、昨日、一昨日くらいから、いろいろ報道機関において視覚障がい者の問題がかなり取り上げられております。少し前には盲導犬がいじめられたということや、昨日ですか、白杖をついた女性が蹴られたとかいうようなこと。詳しい内容はよく分かりませんが、こういう問題の発端は差別ではないかということを感じます。この場で申し上げるべき問題ではないと思うのですが、こういうところにも差別というものがあるのではないかと考えております。

　一応、そういうこともこの中で論議する部分かどうかは別の問題としまして、言葉のことですが、１１ぺージの下段での不当な差別的取扱いとなりうる事例で、「ろうの子ども」という表記があるのですが、これは適当なのかどうか、それをお伺いしたいと思います。以上です。
○部会長　
はい、事務局よりご説明ください。
○事務局
はい、事務局でございます。委員がおっしゃるように、ろうの子どもという表記が適切かどうかという点でございますが、こちらについては、昨年度に募集をしました事例を出来うる限りそのまま引用しているというところがございますので、この表記になってございますが、こちらについては、より適切な表現が望ましいのではないかということであれば、そこはそういった意見を反映して修正させていただきたいと思っております。
○部会長　
はい、ありがとうございます。そのほか、ご意見ございませんでしょうか。お願いします。
○委員　
このガイドラインは、「一体、差別とは何か」ということを広く世界へ、世間に知ってもらうものということ。それから、合理的配慮をしていかないといけないということは、これは当然のことなのですが、問題は合理的配慮が出来ないものはどういうものかということですが、そういう事例を挙げることはよくないということで、これは私もそう申し上げました。

　その結果、それが拡大解釈されることによって、合理的配慮そのものが薄れていくのではないかということ、その通りだと思うのです。しかしながら、逆に考えてみますと、合理的配慮はしなくてもいいのだというふうに世間では思っているけれども、本当はこういうことはしないといけないのだという逆の例を、やっぱり挙げておく必要があるのではないかと思うのです。

　この議論の中でも、例えば財政的負担が大きいという話があるわけですけれども、これは差別の問題だけではなくて、福祉施策、いろいろな問題ですけれども、特に行政関係あるいは大企業でも予算がないというのは、一つの断る大きな理由なのです。

　でも、私の町でこんな例がありました。私の町には、〇〇電車という小さいと言ったら怒られますが、５キロ少しの電車が走っているのですが、この電鉄会社は、ずっと赤字なのです。赤字でも、ある駅で、視覚障がい者の利用者が多いということで、点字ブロックを設けてくれと要望書をしまして、お願いにあがりました。

　そうしましたら、１５０万円ぐらいだったのですが、作ってくれました。それから何年か経って、民事再生法の適用を受けたのですが、経営者が代わって今も電車は走っていますけれども、そういう状態でも、やはりやらないといけないと思ったらやってくれるのです。

　だから予算がないということは、合理的配慮の不提供の理由には、事情によってはならないのだというような書き方をしていかないと。そういう意味で、いろいろな分野でこういうものは合理的配慮をしていかないといけないのだという逆の例を書いていっていただかないといけないのではないかと私は思います。

　それからもう一つ、合議体の件ですが、ここではいろいろな状況があるので、勧告等が出来ないというようなことですか？そうなら合議体を作る必要はないのですよ。そこでいろいろな立場の人が集まっているわけですから、やはりそれは判断をして、これはどうなんだということは当事者に伝えないと、何のためにやっているのか分からないということが一つあります。

　それから３番目ですが、中立で専門的ということですが、この「専門的」とはよく言いますけれども、実際にはいろいろな組織が地域で相談業務をしているのですけれども、果たして本当に専門的な知識を持っているのだろうかと思われる人もいろいろいるわけです。

　誰が専門的か専門的でないかを判断するのかということですけれども、やはり一つは当事者ですね。例えば、視覚障がい者問題なら視覚障がい者が一番よく知っているわけですから、その知っている視覚障がい者以上に、専門家というものは知っていないと駄目ですね。しかし、現実問題としては、なかなかそういうレベルに達している相談員は少ないと私は思います。

　毎日毎日、視覚障がい者の中で、生活をしているわけで、そこにいろいろな問題が出てきます。それらを相談に行ってもなかなか分かってくれていないというようなこともいろいろと聞いておりますので、この中立的、専門的という、この専門的というところで実際にやっていくというならば、よほど勉強していただかないと。しかも視覚障がいの問題だけではないのでしょう。

　その専門家というのは、聴覚障がいのことも、知的障がいのことも、全身性障がいのことも、発達障がいのことも、精神障がいのことも、あらゆることを知っていないといけない。これは大変なことだと思います、あっさり書いているけれども。そういう点、一体事務局はどう考えておられるのか。この三つの件、よろしくお願いします。
○部会長　
はい、事務局より、ご説明ください。
○事務局　
事務局より、お答えいたします。まず、合理的配慮の件ですが、合理的配慮の提供につきまして、委員からご紹介がありました鉄道会社の件。まさに鉄道会社が自主的な判断の上で合理的配慮を提供した好事例、望ましい事例だと思います。

　そういう意味で今回も、ガイドラインの中でもそういう望ましい事例を、できるだけガイドラインに分かりやすく書いて、そういうものを民間事業者の自主的な判断として提供していただけるようにしていきたいと考えております。

　２点目の合議体の対象につきましては、差別に当たるかどうか判断の難しい事案について、まさに専門的、中立的な第三者の方に複数集まっていただいて、差別かどうかを判断すると。判断していただいて、それが実効性がない場合には、勧告とか公表とか、そういう仕組みに持っていくということですが、不当な差別的取扱いについては、そういうスキームにのりやすいと考えております。

　片や、合理的配慮の不提供の事案につきましては、まさに一定の合理的配慮をしなければ、それは差別に当たるという構成になりまして、その一定の合理的配慮を、どこまで、どういうものを求められるかということについては、先ほど来、ご説明させていただいたように、民間事業者の事業規模ですとか、財政状況等々を勘案した上で、まさに経営上のリスクまで含めて配慮した上で、一定の合理的配慮、この内容を示すと。それに従わない場合は勧告するということになりますと、それは現在の時点においては、なかなか合議体においても、一定の合理的配慮を示すことは難しいのではないかということで、今回、合議体の対象としては外すというご提案をさせていただいているということになっております。
○部会長　
はい、ありがとうございます。そのほか、はい、お願いいたします。
○委員　
この部会では、議論のスタートで、障がいを理由とした差別と思われる事例を基に議論してきました。これは非常に参考になると思うのですが、全ての事例を挙げろとは言いませんが、いろいろな分野でたくさんの事例が出ているのですから、できるだけ実態にあったような事例の取り上げ方が必要と思います。後ろに参考資料が付いているのですけれども。

　例えば、医療の問題では、７５件の事例があります。私が数えたところでは、精神障がいの事例が２０ぐらいあるのです。ところがこの後ろの参考資料では、事例が2０点で、その内、精神障がいのものが二つしかない。これではやはり精神障がいの人が、医療でどのように悩んでいるか、心配しているか、その実態が浮かび上がらないと思うのです。

　それから前回も申しましたけれども、医療費助成の対象で、３障がいの内で取り残されている。これは、この部会で議論することではないと。そのこと自体はいいのですが、やはりそういう事例が４件か５件ぐらい挙がっているのです。ですからこの２０件の内に、せめてそういうものが一つか二つぐらいないと、やはり実態が浮き上がらないのではないかという点が１点。

　もう１点は、資料の住宅の部分１６ページです。主な議論というところがございます。私は、前回、資料を出して、知的障がい者の場合ですけれども、グループホームを作ろうとしたところが、地域に建築協定があって、これに基づいて拒否されたと。これは単なる差別よりもひどい組織的な差別ですよね。しかもそれを行政がある程度認めている。こういう事例はものすごく重大だと思うのです。ぜひ、その主な議論の中に入れていただきたいと思うのです。

　地域で、新興住宅地を開発する段階で、いい住環境を作ろうということ自体はよかったかもしれませんが、この協定の中で縛りをかけているのです。「建築物は、専用住宅（長屋、共同住宅は除く）又は、入院設備のない診療所併用住宅に限るものとする。」こういう言い方をして、グループホームは寄宿舎か何かに当たるから、専用住宅に入らないのです。そういう言い方で、ぽんとはねつけた。

　これはすぐに解決する問題ではありませんけれども、こういう差別の仕方を残していったら、いろいろな面で障がい者が差別されます。そういう問題意識で、この主な議論のところに、これを入れていただきたい。以上です。
○部会長　
はい、いかがでしょうか、事務局より、もし、この場で答えられることがありましたら。
○事務局　
後ほど、まとめてお答えします。
○部会長　
はい。そのほか、はい、お願いいたします。
○委員　
先ほども意見が出されましたが、合議体が合理的配慮の不提供の事案を取り扱うかどうかという点でございます。

　資料のページで行きますと３６ページ、合議体で取り扱う事案の対象というところになると思います。前回、私から、合理的配慮の不提供も合議体で取り扱うべきではないかというご意見を申し上げました。そのことについて、合議体で取り扱えないのだという説明を修正案で詳しく書いていただいております。

　中には、「一義的に一定の合理的配慮を示し」という表現も入っておりまして、個別性が高いということで、なかなか「一義的に一定」という表現はどうかと思うのですが、私は、〇〇委員もおっしゃいましたけれども、合理的配慮の不提供もやはり合議体の中で議論すべきではないかと思っています。

　ただ、難しいところがあるということですので、文面としては、「判断することや勧告等の対象とすることは困難な面があり、今後の検討課題である」というかたちで、今後検討していくべきというかたちで部会としては、まとめてはどうかと思います。

　理由は、前回も申し上げたのですが、ガイドラインで統一的な基準を示すのは難しいからこそ、この合議体で事例の積み上げをしていくことが必要ではないかと思うのです。合議体で扱えませんというかたちで門前払いにすることが、このいろいろな事例、判定のようなものの積み上げということを出来なくしてしまうのではないかということが一つです。

　二つ目は、他府県でも行われているではないですかと前回申し上げました。そうしましたら、最近、条例が作られた京都府では対象外というご説明をいただきましたけれども、実情では京都府と、あと１県でしたか、鹿児島県は入っておりませんけれども、他のところは、私が見る限りでは合理的配慮の不提供もこの紛争解決機関の課題にされております。

　そのような状況がありますので、議論に挙げましたように、大阪らしさというところも踏まえて、大阪はどちらを取るんだということを、私は明確にするべきだと思います。どちらの方向に行くのか、困難だから閉ざしてしまうのか、いや、そこを他の取り組んでいる府県と一緒に取り組んでいこうというかたちにするのか、これは姿勢の問題ではないかと私は思います。

　三つ目は、この提言についてです。部会が大阪府に提言するということもありますし、社会に向かって提言するという責任もあると思います。この京都の条例の検討会議では、この機関は合理的配慮の不提供を取り扱うべきという意見が多数だったのです。それは、まとめのところに書かれています。多数だったのですけれども、結果として条例にするときに、それが外されたという経過があります。

　そういう意味では、この提言は、この部会が行うものですので、部会として、社会に向かってこうして行こうということを提言してはどうかと思っています。

　私の職場の関係で聞いたことですが、例えば特例子会社に行っていたのだけれども、特例子会社の姿勢が、「法定雇用率のために仕方なく雇っているのだから、もう言うことを聞いてください」というかたちで取り合ってくれなかったと言って、結果的に、そこを１年も経たずに辞めざるを得なかったというお話も聞きました。

　また事業者側も、事業者側が集まるセミナーなどに参加して、お聞きしたのですが、「私のところには障がい者にやってもらう仕事はないんだ」という、そういうところから始まるのです。けれども工夫をしたら、いろいろな仕事が探せるということを、セミナーの中で講師がおっしゃっていました。

　例えば、伝票整理を各支店でしていたのですけれども、それを集中させてするようにし、そこに障がい者の人をたくさん雇って、きちんとした整理をしてもらうことにする。それによって非常に助かっているんだ、という事例を出されたりしていました。

　そういう意味では、本当に相談機関に相談して、会社に言っても、「うちではそんな合理的配慮は出来ませんよ」と言われた場合に、どこにも持っていくところがない。合議体に持っていこうとしても、そこでは受け付けてもらえないということになると、やはり、このような本当に苦労しながら現場で配慮を求めている、という声に答えることができないのではないかという気持ちが、私にはあります。

　そういう意味で合理的配慮を合議体で示すことは困難であるというかたちで、この部会で結論を閉ざしてしまうのではなくて、今後の検討課題であるというかたちで、次に条例を検討する会議とかもありますので、そこにつなげるようなかたちで、この部会の提言としては課題であるとまとめることがいいのではないかと私は思います。ご検討をお願いしたいと思います。
○部会長　
はい、ありがとうございます。そのほか、いかがでしょうか。はい、〇〇委員、意見書を出していただいていますね。
○委員　
はい、意見書を出しています。前回の素案の意見書に対する続きということもあるのですが、正当な事由と考えられる一般論化については、例示すべきなのか、この項目を設ける必要があるのか、ということを述べさせていただいております。

　前回の議論を踏まえて、具体的なことについては、今回ほとんどなくなっていて、そのことについては評価したいと思うのですが。

　ただ、その結果として、ここに書いてあるように正当な理由として考えられる一般論化となっていて、その下に、障がい者の生命または身体の保護のためにやむを得ないと認められる場合とか、その他正当な理由がある場合と書いてあるのですが、一般論化と書いてあって、その他正当な理由がある場合と、わざわざ書くのは、これは一般論化になっているのかということがあるのです。これをわざわざ書く必要があるのかということがあります。

　それとやはり、障がい者の生命と身体の保護のため、やむを得ないと認められる場合を、一般論化に挙げるということは、やはり私としては危険が大きいと思います。千葉県の条例を挙げていただいていて、参考資料で、１で言うと、福祉サービス分野の第２条の解釈指針があって、障がいに起因して生じている具体的な状況によって、人の生命、身体、財産に対する障がいが現に生じている場合が挙がっています。

　その下に具体的な例として、例えば、入浴サービス実施中に本人の体調が急変した場合、本人の生命、身体保護のために当該サービスの提供を中止しても、合理的な理由があるとし、不利益取り扱いとは解しませんと書かれているのですが、これは差別事例ではないですね。

　入浴サービス中に、本人の体調が急変したら、障がいがあろうとなかろうと、そんなのは中止するのが当たり前なので、それは合理的な理由なのですが、それは障がいだから差別をする合理的な理由というか正当な理由ではないです。

　差別に当たるか、当たらないかというのは、「障がいがあるから、入浴期間中に体調が急変する恐れがあるから、生命、身体保護のために入れません」というのが差別になるのです。だから実際に急変した場合を、正当な理由とするべきではないと。正当理由になっていないと思います。

　だから、そういう抽象的なおそれでもって、拒絶したり、拒否したり、診断書を求めることが差別事例になると考えるのです。だからここで一般論的に、この「生命、身体」というのを挙げるのは、そういう危険性があるのではないかと思います。

　わざわざこうやってここに入れる必要があるのか、こうやって正当な理由と考えられる一般論化という項を立てて挙げる必要があるのか、ということがあります。

　それでこの議論については、国の差別禁止部会でも、こういう話は出ていたと思いますし、今後示される対応指針で、こういう正当な理由の一般論化が出てくるのかどうかというのは、少し疑問はあるのです。だから大阪府が率先して、項を立ててこれを言わないといけない必要性はあるのか、という思いがあります。以上です。

○部会長　
はい、ありがとうございます。一般論化と言われると、そうですね。例えば、商品サービスのところも一般論化してとありますけれども、不当な差別的取扱いについて、一般論化の定義はこれでいいと思うのです。そこには、「正当な理由なく」しか書いていない。さらにその正当な理由がない場合の一般論化と言われると、先ほど少し辞書など引いてみますと、広く世間で認められているということが一般論化として言われていますので、一般論化というところで引っ張られてしまうと、大阪府は、原則、これは正当事由に当たるのだという例として、個別事情がある場合には別だけれども、一般的にはこうした場合は正当な理由がある、と広く解釈される恐れがありますよね、というご指摘かと思っています。

　一般論化なのか、例示なのか、あるいは例示すら要らないのかということは、少し議論が必要だと、私自身、お話を伺って考えていたところです。

　おそらく上記のような理由がある場合においても、個別事例を慎重に検討して、第三者的な委員の立場から納得が得られるような場合に限って正当事由が認められるというような、念には念を入れて限定的に書き込むべきなのかというふうに、お話を伺って、私自身の立場では感じたところでございます。

　表現の工夫が少し必要かと思いますが、はい、そのほかいかがですか。はい、どうぞ。
○委員　
たびたび申し訳ございません。今、委員と部会長がおっしゃった意見で、私も同じ意見です。考えてみますと、正当化される理由を一般化しようという論議を私たちはしてきたのですが、「いやいや、この事例では、こんなところがあるではないか」、「この事例を見たら、こういう面もあるよ」というかたちで、私たちは論議してきたと思うのです。

　そうすると、私は思ったのです。正当化される理由というのは、具体の事例で限定的に出てくるものなので、一般論化ということはそもそも出来なかったのではないかということ、それが何か私たちの論議がなかなかかみ合わなかったポイントではなかったかと思ったのです。

　そういう意味で、私の提案ですが、この各分野のところの正当な理由と考えられる一般論化というのは、どの分野にもだいたい共通して同じようなことが書かれているのです。「身体または生命」とか、あるいは「他の法令に」とか、「建物や施設の構造上やむを得ない」とか、同じようなことが書かれていますので、各分野に書かずに、小括のところ、ページで言いますと、２４ページの一番下になるのですが、不当な差別的取扱いと合理的配慮の不提供の内容ということで、ア不当な差別的取扱いの一般論化ということでまとめて書かれていますけれども、こちらにまとめて書くかたちにしたほうが、各分野に一般論化がたくさんあるというイメージで広げられるのは、やはりこの部会の論議からは本意ではないのではないかと思いますので、こちらの小括のまとめのところで書いたらどうかと思います。

　今、正当な理由と考えられる一般論化と書いてあるところは、私は言葉で言いますと、「正当な理由と考えられる場合」、あるいは「場合の例」というかたちで書いてはどうかと思います。

　もしも書くならば、生命または身体の保護ということは、障がいがあろうとなかろうと皆さん一緒ですから、例えば「障がいの特性によって」とか、あるいは「建物や施設の構造上、ここの店は入れるようになっていないですよ」というのが正当化されたら、それは問題ですので、「本質的な構造上やむを得ない」と、「本質的」という言葉を入れるとか、障がいに関わって理由があるというかたちで書いたらどうかと思います。

　くどいようですが、委員の意見書とか拝見していて、やはり相手側が立証できるもの、相手側が立証する必要があるという観点も必要かということもあります。またもう一つは、合理的配慮が果たされた上で、なおかつ取扱いを別にしなければならないという場合があるのではないかということが話に出ていましたので、例えば、「正当な理由かどうかの判断に当たっては」のところですが、「相手方の主張が客観的な事実によって裏付けられるもので」、その後に、「相手側が立証できるものであり、かつそれに対する可能で必要な合理的配慮が果たされたもので」を入れて、「それが第三者の立場から見ても、取扱いが拒めない」と。しつこいような文章になりますけれども、「合理的配慮が果たされた上で、なおかつ」ということを文章にも入れて、もしも入れるならば、その後に、正当な理由と考えられる場合の例というかたちで何点かまとめるということも考えられるのではないかと思います。

　表現の仕方として、提案をさせていただきました。以上です。
○部会長　
ありがとうございます。合理的配慮が義務付けられているのは行政機関等ですから、ここにおいては、合理的配慮が提供されていない場合には、違法な差別になるということになるわけですね。

　ただ、事業者の場合については、合理的な配慮をするように努めなければならないので、「努めていないこと」「不提供であること」イコール「だから不当な差別になる」というふうには、法律上の構成にはなっていないところが少し悩ましいところなのです。

　ですから、民間の事業者についても合理的配慮の提供が義務付けられていれば、ポイントは合理性があるかどうかの判断になるのですが、努力義務となっているところが少し悩ましいところなのです。その議論が、おそらく第三者の合議体での差別かどうかの判断の問題に絡んでくると思うのです。

　第三者の合議体による役割というのは、インフォーマルなあっせん、紛争のあっせんとか調整ではなくて、大阪府として、これは違法な差別であるという判断を下して、断固とした改善を事業者に求めていくようなことです。大阪府の、例えば勧告とか公表までするような事例を最終的に判断する場所だというふうに、この報告書では位置づけられていて、その内外に相談機関があって、相談機関の支援的な、インフォーマルなあっせんを行う。そこでも解決できない場合、最終的に白黒をはっきりつける判断をする、差別に当たるかどうかの判断をする、そういう機関として合議体がある。

　その場合には、合理的配慮をするように努めなければならない責務を超えて、合理的配慮をしないことが差別であるというふうに判断することは、少なくとも法律上、非常に難しい構造になっているのではないかと私は思っていて、そこをどういう工夫ができるのかというところをずっと考えているところなのです。

　はい、そのほかいかがでしょうか。はい。
○委員
相談に関するところで、読んでみると分からないところを事務局に質問したいのですが、イメージとしたら、市町村に相談機関があり、また、当事者の相談の団体もあります。ろうあ者の立場で言いますと、今までを見ますと、相談機関があっても相談に行けない、なぜかというと手話で会話が出来ないからです。自然と、それぞれの相談機関では、ろうあ者の相談が少なくなっていると思うのです。そもそも手話の出来る人、手話で会話が出来る方法が相談機関にはない。だから相談に関する文章の中に、相談を受ける前から、その前段から、障がい者が相談するということの考えがまったく入っていない。そういう意味で、相談機関は相談を受けやすい体制を作る必要があるのではないのか、と。ろうあ者の立場で言いますと、そういうことが必要なので、その辺りはどこに書いていただいているのでしょうか。
○部会長　
そのほかいかがでしょうか。はい、お願いします。
○委員　
２７ぺージですが、下から８行ぐらい前の下線部分です。「障がい当事者や関係事業者等の意見を幅広く聞いた上で」とあります。一番最後の３９ページにも同じことを書いておられまして、この「障がい当事者、関係事業者等」の範囲ですが、この提言を受けられて意見を聞かれたとして、団体も含まれると思いますがこの範囲と、それから幅広く意見を聞くことということで、その意見では、当然、反対意見も出てくると思うのですが、その意見が最終的に反映されるかどうか、反映させるかどうかの判断を誰がされるのか、また、反映された場合にこの提言の趣旨や何かが変わることはないのかどうかをお願いしたいのですが。
○部会長　
そのほか、いかがでしょうか。
○委員　
すみません、とってもささいなことで悩んでいるのです。２９ページですが、障がい者理解についてなのです。私は、障がいを持っている子の親ですので、やはりすごく気になったりするのです。「障がい者が、この社会で一緒に生活していることを広く啓発を進める必要がある」という、その表現と言いますか、障がい者もこの社会で一緒に生活しているということが「当たり前なんだ」ということを知らせるという感じが、もう少し表現としてどうかなったらいいかと思いますし、イの「他のお客さまの理解が重要」というところ、「重要」というのではなくて当たり前のことですし、「必要」という感じなのではないかと思ったりするし、ウのところの「差別の解消に向けて」、障がい特性の理解なのか、「障がい理解を進める上では、府の行政上のさまざまな取組みももっと啓発すべきと思う」も、府の表現ですが、どのような取組みが啓発になるのかということが、文章表現として分からないところがありまして。当事者の親として、気になりました。
○部会長　
はい、ありがとうございます。よろしいでしょうか。本日が最終まとめの日になっておりますので、報告書にどういうかたちで、今いただいたご意見を反映させるか、少しお時間をいただいて、事務局と相談させていただこうと思います。その上で、あらためて、修文できる範囲とその内容を、休憩時間を挟みまして、ご説明させていただこうと思います。ここで１０分の休憩時間を取らせていただいてよろしいでしょうか。

　はい、それでは１０分間の休憩を取らせていただきたいと思います。開始は、５５分でございます。

― 休憩 －
　－ 再開 －
○部会長　
協議にずいぶん時間がかかってしまいました、申し訳ございません。それでは、事務局と協議の上、基本的な考え方がまとまりましたので、それぞれのご意見について、どのようなかたちで提言案に反映させるか、それぞれ事務局より、ご説明いただければと思います。よろしくお願いします。
○事務局
事務局です。まず１点目としまして、正当な理由と考えられる一般論化の例の取り扱いについての修文案です。今、８分野それぞれで、正当な理由と考えられる一般化の例として、ポツを付けて数点、記載しておりました。

　例えば、商品サービスの分野でいいますと、資料では９ぺージのウですが、正当な理由と考えられる一般化の例ということで、計四つのポツを掲げています。これについて、各分野のウの「一般論化（例）」に該当する記述は削除した上で、２４ページになりますが、（３）の「ア 不当な差別的取扱いの一般化」の項目に、「正当な理由と考えられる場合（例）」というタイトルで、その例としまして３点ほどの例示を挙げさせていただきたいと考えております。

　その３点ですが、まず１点目が「障がいのある方の生命、または身体の保護のため、やむを得ないと認められる場合」、２点目が「建物の構造上やむを得ないと認められる場合」、３点目が「法令その他で、特別の定めがある場合」、これら三つを例示として、タイトルの下に書くというかたちにさせていただくというご提案をさせていただければと思います。

　さらに、２４ページですが、先ほど立証責任のお話があったかと思いますが、アの最後に、「なお、その際、正当な理由については、相手方、事業者側が説明するものとする」というような趣旨の文言を入れさせていただくということで考えております。

　加えて、その関係で、形式的な修正としまして、アの２段落目の「ただし、正当な理由が存在する場合」というところに、文章の表現を整えるために「上記の事例であっても」を加えた上で、そのようなかたちにさせていただければと考えております。

　以上が、正当化理由に関する記述の修文案です。
　続きまして、合理的配慮の不提供の事案についてです。合議体での取り扱いというところにつきましては、資料35ページをご覧いただければと思うのですが、ここでやはり現段階では、合議体で差別に当たるかどうかということを審判する、判断するということは困難なことから、今後の検討課題としまして、具体的には３（１）イの、府が行う広域専門相談員等による相談の仕組みの中で、（エ）を追加して、これらの仕組みの中で相談事例を集積、それらを踏まえて今後、合理的配慮の不提供の取扱い含め、相談体制についての見直しにつなげていくという機能について記述した上で、さらに３７ぺージ、「５ 小括」の（４）で、今後の将来的な課題として、府の相談事例の集積や国の議論の動向を踏まえて、合理的配慮の不提供について、合議体による解決の制度の対象にするかどうかを検討する必要がある旨を記述することとしたいと考えております。これが合理的配慮の不提供に係る修文案になります。

　続きまして、相談機関へのアクセスの部分になります。ご意見につきましては、３４ページの「２ 主な議論」のところ、今、（１）から（５）までありますが、その（２）と（３）の間に、項をもう一つ作りまして、「相談機関において、聴覚障がい者等がアクセスしやすいような方法について検討する必要がある」という趣旨のことを入れさせていただければと考えております。　

　修文は以上になります。なお、他にいただいたご質問、ご意見についてでございます。まず、今後、関係事業者、障がい者当事者に、ご意見を聞いていくということについて、具体的にどのようにしていくのかというご質問がありました。

　今後、この提言を踏まえまして、大阪府としてガイドラインを策定していくという作業に入っていくのですが、その過程におきまして、障がい当事者団体や、さらに関係事業者の団体等の方々にご意見を伺いながら、ガイドラインの具体化を図っていきたいと考えています。

　どの範囲の方々にご意見を伺うかということにつきましては、差別解消部会の委員の皆さま方のいろいろお知恵を借りながら、どういう団体に意見を聞いたほうがいいのか考えていきたいと思いますので、ご提案いただければと思っております。

　最終的に、そこでいただいたご意見につきましては、反映できるものは、もちろん反映させていくわけですが、その過程においては、差別解消部会においても、どういうものを反映させていくのかというご意見をいただきたいと思いますし、最終的には、府の責任においてガイドラインを策定しますので、そこは判断させていただきたいと考えております。

　もう一つ、修文案が漏れておりまして、２９、３０ぺージ「２ 第４回、第５回の差別解消部会における主な議論」というところで、これは第４回、第５回の部会において議論いただいた事実を記述させていただいている部分なのですが、（４）アにつきましては、まず「障がい者が、この社会で一緒に生活しているのは当たり前ということを、ノーマライゼーションの観点に立って、広く啓発を進める必要がある」というような趣旨の修文にさせていただければと思います。
　さらに３０ページのイですが、「他のお客の理解が必要である」という修文をさせていただければと思います。

　もう一つ、事例をどこまで取り上げるかということで、精神障がいの事例が、あまり取り上げられていないというご指摘がございました。具体的には、参考資料５に当たる部分のご指摘だったかと思うのですが、こちらについては、考え方としましては、これまで第４回目以降、各分野の事例検討を行ってきたのですが、その事例検討の資料の中で言及させていただいた事例を、そのまま載せるという整理にさせていただいていたところです。それに限らないのではないかというご指摘もごもっともですので、６９１件全てを、紙の資料にしますと大量になりますので、ホームページ上で、全て載せるということにさせていただければと考えております。これにより、参考資料５については削除させていただきます。その代りにホームページに６９１件の事例を全て掲載させていただくという取り扱いとさせていただければと思います。

　もう一つ、建築協定のお話がございました。いただいた資料を拝見しますと、これは、いわゆる建築基準法に基づいて、条例で建築協定を結ぶことが出来るということになっておりまして、その事例につきましては建築基準法に基づく建築協定に関することになろうかと思います。いただいた事例を拝見する限りでは、あの中では、住宅地の住宅環境の保全という観点から、一般的にマンションとかアパートといった共同住宅を建てないようにする地権者同士の合意というように理解できまして、一次的に障がいを理由とした差別かどうかということは、なかなか断定するのは難しいかと。そういう意味で、建築基準法に基づく制度の話になってまいりますので、ここで、差別の事例というかたちで個別事例として扱うのは難しいのではないかと事務局としては考えております。

　以上でございます。
○部会長　
はい、時間も迫ってきておりますけれども、今の事務局の説明について、ご質問等ございましたら。いかがでしょうか。
○委員　
質問ではありませんけれども、先ほど私が申し上げました、当事者として合理的な配慮の不提供があった場合に、合議体においてそれがどうなのかという判断は難しいということで、今後、事例の積み重ねをした上で、これについてどうしていくかということに帰着したようですけれども、当事者の団体としまして、判断が難しいということが分からない。ですから、当事者団体としては、これは、ここでまとめられている結論には賛成できない。

　あくまでも、合議体の中で、合理的配慮の不提供ということが起こってきた場合に、これはどうなのかということの判断はしてもらいたいし、私は出来ると思っております。以上です。だから、これは当事者団体としては、納得できません。
○部会長　
はい、ありがとうございます。先ほどの繰り返しになりますけれども、民間事業者において合理的配慮が努力義務である以上、違法であるかどうかの判断を合議体では出来ないというふうに考えていますので、もし、合議体で判断するということであれば、法律で定める権限を超えると。それを正当化する条例を大阪府で作り、民間事業者の合理的配慮を法的な義務として定めることが出来れば、そのときには、第三者機関で、当然、取り扱わなければならない事例になってくるだろうというふうには思っています。

　もう一つは、法律改正が今後あって、今、委員がおっしゃった意見が法律改正の中で反映されて、３年後、５年後に、民間事業者に対して合理的配慮が義務付けられた場合には、大阪府としても、合議体で当然受け付けて判断していかなければならない。

　そこまでの判断材料を、広域相談員のところでインフォーマルに取り扱って、「おたくの事業所とすれば、他ではこういうことが行われているので、何とかしてもらえないだろうか」、「努力義務ではあるけれども、社会的役割として、このぐらいのことはしてもらわないと府としてはやはり困ります」と、インフォーマルにお伝えしながら、改善実績を積み上げて、それを次のステップで規範化していくということが必要なのではないかと、話を聞いておりました。

　当事者団体として、合理的配慮について法的に義務として取り扱えるはず、ということはよく分かりますし、法律をつくるプロセスでも、そうした意見は繰り返しされてきたということは重々承知しているところであります。

　その他に。どうぞ。
○委員　
グループホームと建築協定の話ですが、建築協定自体は、障がい者を差別しようとか、そういう意図を持ってスタートしたのではないのだろうと思うのです。

　ただ、具体的に、何十年も経ってから、今度、グループホームを作るときにこういうものが足かせになっているということですから、一つの事例としてお話しして、これは別に差別事例ということよりも、このように、広く世の中で手かせ足かせになっているものがあるのではなかろうかということについて、いわば、我々としては目配りをしていって、今後の議論の中でひょっとしたら、そういうことにも配慮するとか、そういう観点が欲しいということで、私はここの「議論の経過」に入れていただいていたらいいかなと思って提案いたしました。以上です。
○部会長　
はい、ありがとうございます。そのほか、いかがでしょうか。
○委員　
意見をくみ取って内容の改正をしていただいて、ありがとうございました。一番最後の「おわりに」のところ、３９ページでも書かれているのですが、「障害者差別解消法が制定された状況を踏まえて、条例化の検討など、今後検討する場を設けられたい」と言う意味なのですが、この障害者差別解消法の附帯決議でも、都道府県が独自にやる取組みということを否定しておりませんので、ぜひ、条例化の検討の中で、今日、議論されたこと、どこまで具体化できるということを、やはり大阪府としての姿勢だと思いますので、法律を超えられないということではなくて、法律の不十分なところを何とか大阪でもう一歩前へ進めようという姿勢を、やはりこの部会から報告として示したいと思います。以上です。
○部会長　
はい、ありがとうございます。ちょうど時間になってしまいました。本日の部会での議論はここまでとさせていただきたいと思います。委員の皆さま方の意見を踏まえて、今、事務局で説明させていただいた方針に従って、最終的に報告書提言案を修正させていただこうと思います。

　修正内容につきましては、最終的には私のほうに一任させていただきたいと思います。修正されたものにつきましては、公表する前に、皆さまの方にお目通しいただいて、確認させていただく機会は持ちたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。

　それでは、本日の部会は、以上をもちまして終了としたいと思います。事務局にお返しいたします。
○事務局　
部会長、委員の皆さま、長時間、ありがとうございました。先ほど部会長からご説明がありましたとおり、提言につきましては、本日の皆さまのご意見等を踏まえまして、修正作業を行いまして、また、皆さまにご報告させていただいた上で、事務局と部会長とでまとめさせていただきたいと思います。　
　最後に、障がい福祉室長より、一言、ごあいさつさせていただきます。
○事務局（障がい福祉室長）
部会長はじめ委員の先生方には、昨年１１月から長丁場に渡りまして、この部会で貴重なご議論をいただきまして、本当にありがとうございます。

　今、ございましたように、今後、部会長と調整をさせていただいて、提言を取りまとめてまいりたいと思っております。取りまとめました提言につきましては、１０月８日に開催を予定しております大阪府障がい者施策推進協議会での報告を経まして、府への提言ということで取りまとめ、府にいただくということにしております。

　提言の最後の方にもございましたとおり、条例化の検討ということで、今後、さらに検討が必要ということでございますので、また皆さま方におかれましては、いろいろとご協力、ご苦労をおかけすることになると思いますけれども、よろしくお願い申し上げます。

　あらためまして、皆さま方におかれましては、お忙しい中、提言の取りまとめにご協力、ご尽力を賜りましたことを感謝申し上げまして、あいさつとさせていただきます。本当にありがとうございました。
○事務局
以上をもちまして、第９回差別解消部会を閉会といたします。「提言」の後の部会の開催につきましては、後日、別途ご連絡をさせていただきます。皆さま、ありがとうございました。

（終了）
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